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ロシアによるウクライナ侵攻開始から100日が経過し、世界中にビジネスの断絶が広がりました。エネルギー、
商品、金融市場を通じて経済への影響も拡大しました。新型コロナウイルス感染症で分断されていた通
商やサプライチェーンも更なる影響を受けています。
現在は地政学リスクや人道上の危機がニュースヘッドラインになっていますが、この戦争は、2022年のみな
らず今後数年間にわたりビジネスを大きく変貌させる要因となる可能性が高いと言えます。

近い将来に起こりえるシナリオとその影響を理解するこ
とは、ビジネスリーダーが十分な情報に基づいた意思決
定を行い、進化する環境の中で前進させるために不
可欠となります。

原著：”Reshaped by War - Examining the conflict in Ukraine and business implications for our interconnected world”
注意事項：本資料は Deloitte が2022年6月に発表した原著の内容をデロイト トーマツ グループが翻訳したものです。 和訳版と原文（英語）に差異が発生した場合には、
原文を優先します
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我々はエグゼクティブの皆様が予測の難しい未来に備えるご支援
を目的に、以下のシナリオを策定しました。

ウクライナでの戦争は今後6~8カ月
の間にどのように展開するのだろうか。
また、近い将来、世界中のビジネス
リーダーにどのような影響があるのだ
ろうか。

我々は、デロイトのグローバルな専門家ネットワークとの協
力によりロシアによるウクライナ侵攻についての「4つのシナ
リオ」を策定しました。これらのシナリオは、将来の機会と
リスクを特定するために設計したストーリーで、ウクライナ情
勢についての今後約1年間の展開について複数の道筋を
記述したものです。それぞれのシナリオにおいて我々は、
産業やビジネスへの影響の検討と推奨される検討事項
を策定しました。

この4つのシナリオは将来のすべての可能性を網羅したも
のではなく、将来予測として使用されることを意図したも
のではありません。更に将来においては、これらのシナリオ
の複数の要素が複合的に顕在化することもありえます。
将来においてどんな想定外の結果が起こりえるのか、また
何を準備し何をモニターすべきかについての考察において、
これらのシナリオが示唆になれば幸甚です。
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その他の不確実性
制裁/禁輸措置

 制裁は意図された結果を達成するの
に十分効果的か?

 西欧 (そしてロシア) はどれくらい先の
期間まで経済戦争を続けるのか、そし
てどれくらい早く進むのか?

中立国の役割
 「中立」諸国は、戦争が進展するにつ
れて立ち位置を維持するか、またはシ
フトするのか?

 地政学的危機を悪化させるような他
国の敵対行動のリスクはあるか。

米国の役割
 ウクライナへの制裁と継続的な軍事
支援に対する国内世論は、戦争が
続く中で変わるのだろうか?

 米国内の中間選挙は戦争に対する
米国の外交政策に影響を与えるだろ
うか。

紛争の地理的範囲は今後ウクライナ外に広がるのだろうか

限定的な波及 広範囲の波及

西側諸国はロシアへの対応において結束力を維持するだろうか。

団結の欠如 完全な団結

1

2
NATO内意見の相違により、
統一性の欠如、意思決定能
力の欠如、制裁効果の弱さを
もたらす

脱ロシアの動きは継続し
表向きには団結するが、
西欧同盟国間の亀裂の
拡大により、意思決定の
遅延と効率的な行動に
繋がらない

西側諸国は経済的措置と
人道・軍事援助を中心に
結束するが、表立った軍事
的行動はなされない。

全てのNATO諸国と西側
同盟国が統一戦線を張
り、必要に応じて武力行
使の意思決定を行う

以下の2つの重大な不確実性が今後の戦争の流れと世界的な影響を決定づける可能性があります

ウクライナ領土東部と南部
の戦争地域に限定された
戦争

ウクライナ領土内全域で
の活発な戦争

近隣非NATO諸国への
地域拡大

NATO領域への拡大また
はNATOの関与



最も重要な不確実性をベースに、我々は2022年に考慮すべき4つの異なるシナリオを特定しました

注:これらのシナリオは、2022年春に利用可能となった調査・分析から得られた情報に基づいており、ウクライナ戦争が勃発した場合の短期的な未来の可能性を示唆しています。我々の分析は、重大な不確実性に最も合致するシナリオに焦点を当て
ています。核兵器の使用やロシア指導部の予期せぬ交代など、その他の 「ブラック・スワン」 シナリオは、この評価では影響の優先順位を下げております。

限定的 広範囲

軍事衝突の地理的範囲

団結の欠如 完全な団結

西側諸国の協力/同盟

限定的 広範囲

軍事の衝突理的範囲

団結の欠如 完全な団結

西側諸国の協力/同盟

限定的 広範囲

軍事衝突の地理的範囲

団結の欠如 完全な団結

西側諸国の協力/同盟

限定的 広範囲

軍事衝突の地理的範囲

団結の欠如 完全な団結

西側諸国の協力/同盟

停戦の実現 戦争の長期化 ロシアの強大化 西側諸国の戦略強行
ロシアは自国の力がますます脅かされてい
ると感じ、西側諸国の国境にあるNATO
諸国の補給路への攻撃を開始する。
NATOは侵略に対抗するために軍事行
動を起こし、広範な戦争を開始する。西
側諸国は、ロシアの西側諸国との貿易
停止やEUへの全面的なエネルギー禁輸
など、あらゆる制裁を実施。中国はロシ
アとの貿易を縮小する。戦闘は激化する
が、西側諸国が優勢であり、2022年末
までに活発な軍事戦争は終結する。

初期の軍事的後退はあったが、ロシアの
容赦ない軍事進行により新たな重要な
領土が確保される。軍事行動がより大
胆になり、近隣の非NATO諸国へも軍
事行動を拡大する。ロシアと中国の協力
関係が深まる。ロシアの脅威が増大する
一方、戦争の継続により経済状況が悪
化し、米国とEU国内の政治への不満が
高まり、西側諸国間の結束は弱まってい
る。NATOは軍事援助や制裁の拡大の
意思決定に躊躇している状態。開戦か
ら1年が経過する中、ロシアは領土を拡
大し続け、欧州や他の国に対し新たな地
政学的威力を構築する。

戦争は続いており、双方の犠牲者が増
えているが、領土の変更や交渉の見通し
はほとんど変わらない。ウクライナ東部と
南部では活発な戦争が続く。その一方
で、EUはこの戦争が経済に与える影響を
感じ、米国はウクライナへの支援レベルの
策定における国内世論のコントロールに
苦闘する。制裁は続くが、有効に機能せ
ず、多くの国がロシアや西側諸国と貿易
を継続する。

ウクライナ東部で足止めされているロシア
は交渉する意思があり、西側諸国は被
害を終結させるべく、交渉に加わるようウ
クライナに促す。停戦が成立し、活発な
軍事対立は2022年末までにロシアと
NATO双方からの長期的な安全保障の
保証によって終結する。ロシアはドンバス
の一部を保持するが、他の領土から撤
退し、いくつかの制裁の緩和と引き換え
に黒海の港へのアクセスを返還する。一
方、NATOは更なる拡大をしないことを
約束する。西側諸国はウクライナの再建
とロシアのエネルギー依存度の低減を優
先事項とする。ロシアに対するビジネスと
政治的警戒心は残る。



RESHAPED BY WAR | RELEASED JUNE 14, 2022 6

停戦の実現 戦争の長期化 ロシアの強大化 西側諸国の戦略強行

エネルギー

制裁緩和に伴いエネルギー価格は戦争前の水準
に近づく。欧州はエネルギー自給率を高めるための
計画を継続する。

欧州がロシアのエネルギーからの脱却に動くため、エネ
ルギー価格は高止まりする。中国/インドは低コストの供
給へのアクセスから恩恵を受け続ける。

ロシアが供給の主導権を振りかざし、中国は貿易上の
立ち位置が不確実性を増す。結果、エネルギー価格
は高く且つ不安定な状態になる。

ロシアのエネルギーが欧州から切り離され、世界的に輸
送が低迷し、金融市場が混乱する。結果、エネルギー
価格は最高レベルにまで高騰する。

サプライチェーン

制裁が緩和され、ロシアと西側諸国の貿易が増え
るにつれて、サプライチェーンは回復し始める。

制裁/対抗措置によってロシア商品へのアクセスが制限
され、在庫が枯渇する。結果、商品のサプライチェーン
はさらに悪化する。

西側諸国とロシア間の貿易が減少し、中国との新た
な貿易リスクが生じる中、グローバルサプライチェーンに
最大の混乱が生じる。

最高レベルの制裁執行、西側諸国とロシアの貿易の
遮断、封鎖された供給線により各地域のサプライ
チェーンは打撃を受ける。

食糧

一部の作物が市場に戻るにつれて、世界の食糧
価格は高水準で安定する。 インフラの破壊と盗
難等により、ウクライナの穀物生産量は大幅に減
少する。

進行中の戦争がウクライナの土地とインフラを荒廃させ、
2022年通年の農業サイクルに影響を与え、食糧不足
と価格高騰が激化する。肥料価格も高水準を維持。

2022年の農業サイクルの混乱とロシアがウクライナの
農業資産の支配権を得たことにより、食糧不足と価
格高騰が激化。世界の食糧システムは二極化してい
く。

制裁執行の最大化により、2022年の農業サイクルが
世界的に混乱する。結果、深刻な食糧価格の上昇
と食糧不足が数年に渡り続く。

サイバーセキュリティ

サイバー攻撃活動が戦争前の水準に戻る。当面
のリスクは低いが持続的である。

ウクライナにサイバー攻撃が集中され、西欧企業へのサ
イバー攻撃は散在されている状態。「Infowars」の増大。

攻撃の規模と範囲は拡大し、民間のインフラと西側
諸国も攻撃の標的となり、社会的混乱が生じる。ロシ
ア国外からの攻撃の増加に伴い脅威が増大する。

西側諸国が堅固で足並み揃えた防御/攻撃を行うが、
ロシアによる攻撃は激しさを増し、破壊的になる。

人材

ウクライナとロシアの労働力が帰国し、戦争に関
連したロシア/ウクライナの人件費が安定する。

ウクライナとロシアの労働力は依然として機能しておら
ず、人材再配置の需要が高まり、費用が増加する。

東欧の人材へアクセスができず、人材再配置が不可
能な為、人材市場の混乱が拡大する。

戦争地域における人材の最も深刻な状態。 (米国と
EU諸国で)軍の撤廃がより一般的になり 、これに代わ
る短期的な人材の供給が必要になる可能性が出る。

マクロ経済

世界的なインフレ圧力の緩和により、米国は経済
成長に、欧州経済は安定に向かう。

インフレは世界的に減速しているが、物価は歴史的な
高水準を維持する。供給の混乱が解消するにつれて
米国経済は緩やかに成長する。エネルギー価格の高騰
で生産量が減少し、欧州は景気後退に陥る。

エネルギー価格やその他の商品に牽引され西側諸国
のインフレは高進する。 米国経済は緩やかに成長す
る一方、欧州では製造と生産量が低下し景気後退
の打撃を受ける。

米国ではインフレが高進するが、米国経済は軍事費
の増加と、深刻な混乱に陥っている欧州の生産を補う
ための需要によって成長する。ヨーロッパはスタグフレー
ションと経済的困難に直面する。

各シナリオは、主要なビジネス領域に多種多様なレベルのディスラプション（混乱）をもたらします
2022年の潜在的な影響の相対的重大度:

低 中 高
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各シナリオはそれぞれ固有のビジネス上の課題をもたらします

西側諸国とのあらゆる貿易からのロシアの
排除は、NATOの積極的な軍事配備と
相まって、世界経済の混乱を生じさせる。
しかし西側地域の安定により新たな機会
も創出される。

ロシアは、西側諸国の企業が依存している
不可欠な資源の統制力を武器にしている。
東西の貿易摩擦のリスクが高まると示唆さ
れる。

長引く戦争は、世界貿易と東西関係の不
確実性を悪化させ、短期的な経済ショック
を引き起こす。

交渉による解決は、ロシアと西側諸国間の
貿易の一部を再開させるが、貿易機会の
改善は新たなリスクを伴う。

ビジネス上の課題

 企業各社はウクライナの復興に参
加する機会を検討する。

 高リスク且つ信頼度が低い貿易
環境では、企業はロシアと提携す
るか否かの難しい意思決定に直
面する可能性がある。リスクの増
大から、より広範で包括的なリス
ク管理能力が必要となる場面が
出てくる。

 決定的な結果が見えない戦争の継
続は、欧州のビジネス環境に対する
リスクを増大させ、世界的な不確
実性を長期化させる。

 グローバル企業は、欧州やその他の
地域で景気後退のリスクが高まる。

 制裁遵守の内容は極めて複雑化
する。 規制と執行は一貫性を伴
わない。

 欧米企業は、供給の変動を抑え
る為にバリュー・チェーンを再構築す
る緊急性に直面する。

 ロシアに友好的な国々の企業は、
ロシア産必需品への特権的アクセ
スによって有利になる。

 企業は、起こりうる世界的な景気
後退と大きな供給ショックへの対
処が必要となる。

 欧州の企業は短期的なディスラプ
ション（混乱）に備える必要があ
るが、他の地域の企業は生産
ギャップを埋めるチャンスがあるかも
しれない。

 事業用および重要な民間インフラ
のサイバーセキュリティリスクがピーク
に達し、通常の社会活動に混乱が
生じる可能性がある。

停戦の実現 戦争の長期化 ロシアの強大化 西側諸国の戦略強行各タイトルをクリッ
クすると、シナリオ
に関する詳細が
表示されます。
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企業は、戦争がエスカレートした場合に大きな混乱を引き起こしうる、各シナリオ共通の傾向を認識する
必要があります

世界経済の成長に対する継続的な影響力
持続的なインフレ圧力は、市場の緊張、低所得国の不安定リス
クを増大させる可能性が高い。

ロシアとのビジネスおよびロシアでのビジネスにおけるリス
クの増加
大きな政治的変化がない限り、多くの欧米企業はロシアへのエ
クスポージャーを軽減する可能性が高い。ロシアに留まる企業
(例：経済的制約やその他目的達成のため)は、戦略、レピュ
テーション、物理、財務、規制を含む、より広範で包括的なリス
ク管理能力を必要とする可能性がある。

企業や政府が直面するサイバーリスクの高まり
重要な公共・民間インフラは、政府や外国の関係者によ
るサイバー脅威に対して脆弱なままである。

世界の食糧安全保障に対するリスクの増大
ウクライナにおける肥料不足、農業サイクルのディスラプション
（混乱）、インフラの破壊は、少なくとも2023年までは食糧
システムを不安定にする可能性が高い。食糧不安に苛まれ
る地域では政治的・社会的不安定のリスクが高まり、協調
的な国際的解決の必要性が高まる。

エネルギー自給率への関心は高まるが、再生可能エ
ネルギーへの進歩は鈍化する
米国はエネルギー自給の達成に再び注力し、欧州はロシアの
エネルギーから永久的な脱却の多様化を探る可能性が高い。
しかし供給打撃による重要な商品へのアクセスの制限は再生
可能エネルギーへの進展を遅らせるだろう。

長期化する世界のサプライチェーン・ショック
商品の供給制約、景気変動、輸送コストの高騰、貿易関係
の変化は、すでに脆弱なサプライチェーンを2022年以降さらに
悪化させる可能性が高い。

再生可能エネルギーへの移行
食糧・商品ネットワークのグローバル化
 COVID-19後のサプライチェーンの回復

 エネルギー自給自足化
 サイバー能力への投資と利用
主要市場のインフレ

戦争は既存のトレンド
を加速させる可能性
が高い...

米国は、各シナリオにおいて世界経済を支えるために頼りにされるであろう。エネルギーショックからの絶縁、
経済モメンタムの強さ、主要な供給ギャップを埋める能力は、欧州や他の地域と比較して相対的に経済的
保護を提供する。

...その他トレンドの減速
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ディスラプション（混乱）・リスクを管理するにあたり、以下のような様々な事項の検討が可能です

主な検討テーマと推奨事項

戦争の行方は不確実ですが、迅速な行動が求められていることは確かです

世界的な農産物不足による
供給リスクの分析とコンティン
ジェンシープランの策定
食糧不安地域における潜在
的な政治的不安定性に関
連する操業上およびサプライ
ヤーのリスクを特定
事業活動に不可欠な場所
における政治的、社会的、
経済的不安定性の将来的
リスクを監視する能力の構築

世界の食糧安定リ
スク

短期的および長期的に、ロシア
の商品や事業資産への依存を
低減するための選択肢の評価
今後発生しうる制裁によるロシ
アとのビジネスの影響についてシ
ナリオプランニングの実施
ロシアとの取引の参入/再開の
可能性のある条件と影響、お
よび取引を行う際の最適な方
法の評価

ロシア国内およびロ
シアとの取引リスク
の増大

商品のインフレがサプライヤーと
顧客との契約に与える潜在
的な影響の評価
ポートフォリオを再調整し、将
来の金利上昇を見越した現
在の資本コストの確保
人材の定着が難しい期間にお
いても円滑な業務運営を可
能にする能力への投資

インフレ圧力の継続

サプライチェーンリスクにさらされ
ている仕入れ品特定と、その
在庫積上げのコスト/ベネフィッ
ト評価
サプライヤーを多様化する機会
を特定する。オンショアリングと
フレンドショアリングの検討
サプライチェーン全体のレジリエ
ンスを再評価し、コストと機動
性のトレードオフの検討
物流上の制約、サプライヤーの
リスク、コストを監視する機能
の構築

長期化するグローバ
ルサプライチェーンシ
ョック

消費量の削減、使用効率の
向上、より信頼性の高い代
替エネルギー源の探索等に
焦点を当てた組織全体のエ
ネルギー戦略の立案
新しいエネルギー技術と再生
可能エネルギー利用の拡大
に向けた取り組みの強化

エネルギー依存脱却
の検討

状況を積極的に監視し、セキ
ュリティ機能が適切に配備さ
れているかについて政府や産
業界と情報共有を実施
技術的な防御策を実施し、
コミュニケーションとステークホル
ダーの関与を高める。早期発
見・予防のリソースとして従業
員を活用
サイバーチームが脅威に対応
するための学習と開発を進化
させる

高まるサイバー脅威
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これらのシナリオは、幅広い潜在的な結果
を想定するのに役立ちます。様々な発生
しうる将来とそれが生み出す事象に対して
組織戦略にストレステストを実施することに
より、リーダーの皆様はレジリエンスを高め、
この先に待ち受けている重要課題や機会
をより明確に理解することができます。

 貴社組織の従前の戦略決定のうち、各シナリオの潜在
的な結果を考慮して再考する必要があるものはどれです
か？

 貴社の組織にとって最大の脅威は何ですか？インフレ、サ
プライチェーン、エネルギー、食糧、サイバーセキュリティ、人
材など、どの分野の潜在的な影響が最も深刻でしょうか?

 これらのシナリオの影響と結果に対する組織の準備状況
はどのようなものですか？また、今後何を準備する必要が
ありますか？

 どのシナリオの可能性が最も高いと想定していますか？ど
のようなエビデンスにより、あなたが間違っているかもしれな
いと納得させることが出来ますか？戦略の方向転換の準
備は出来ていますか?

これらのシナリオの活用方法

本報告書のシナリオは、今後6~8カ月間の戦争に直接起因する重大なリスクに限定されています。
リーダーの皆様においては、本文書に記載されているリスクの変化や増大させる
可能性のある他の要因についての認識を常に持ち続ける必要があります。

シナリオを検討する際には、次の点を考慮ください
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停戦の実現

エネルギー: 世界のエネルギー価格は、戦争前の歴史的な高水準に戻る傾向に
ある。制裁緩和によりロシアのエネルギー使用を再開し、政治的対応により価格
が抑制される。多くの西側諸国は、ロシアへのエネルギー依存度を低下するようコ
ミットしているが、継続的な供給問題が再生可能エネルギーへの進展を遅らせる。
サプライチェーン: 制裁が一部緩和され、ロシアと欧米の貿易が再開することで、
サプライチェーンが回復し始める。 主要な商品の供給は増加するが、インフラの損
傷、移行期間の遅延、ロシアとのビジネス提携を減らす西側諸国の圧力により、
戦争前のレベルには戻らない。
食糧: ロシアとウクライナの農業が徐々に市場に戻ることにより、世界の食糧品
価格が高い水準で安定する。 盗難や破壊された土地・インフラは、ウクライナの
農産物輸出を大幅に減少させ、農業の再建に伴うサプライショックを長期化させ
る。 ウクライナの農業復興に向け西側諸国が投資する。
サイバー: ロシアのサイバー活動は戦争前のレベルに低下するが、リスクは継続的
に存在する。 ロシアのフェイクニュースの拡散活動が成功することにより、これらの活
動がサイバー攻撃と共に今後も拡大し続ける可能性が高くなる。 (例
:Solarwinds社)
人材: ウクライナとロシアの人材不足が解消され、人材コストの安定化が進む。
マクロ: エネルギー価格が安定し、サプライチェーンの回復に伴いインフレ圧力が緩
和され、米国とEUが予定していた一部の金利引き上げを見送る。 世界のGDP
は、生産/供給の回復、需給バランス安定化、個人消費の増加に伴い緩やかに
成長し、失業率の低下が継続する。 注視すべき

ポイント
ロシアが妥協する機会を探るよう
欧州からの高まる圧力

ロシアとウクライナの和平交渉再開と合
意に向けた動きの可能性

経済制裁でロシアが軍を維
持できない可能性

ロシアの西進に対するウクライナの
強力な抵抗

ロシアのエネルギー輸出収入
の減少

2022年下半期に、 ウクライナ東部の一部はロシアへ、他の土地はウクライナへ返還され、
ウクライナへの港湾アクセスは可能となり、ロシアと西欧諸国の貿易が再開するという交
渉による解決によって、活発な軍事衝突は終わりを迎える。

発生しうる事象影響の詳細

シナリオの
課題ページに戻る

短期的な供給ショックは緩和するが、完全な回復には至らない。完全な再建が可能になるまで、輸送コストと
リードタイムの増加が続く。
ロシアとのビジネス/ロシア国内でのビジネスを再開すべきか/どのように再開するかという困難な意思決定に直面。
ロシアやその同盟国から分離したサプライチェーンの多様化に対する企業の注目の高まり。
西側諸国のエネルギー自給への関心が高まっているが、戦争の影響からの供給停滞により再生可能エネルギー
プロジェクトの遅延発生。
金利安定化の傾向が高まり、事業投資や事業拡大の取り組みを推進する環境が整備される。
ウクライナとロシアの労働力の回帰により、東欧/ロシアでの再教育プログラム、インクルージョン研修、組織構造
の調整が必要となる。 多くの企業がロシアとの提携を減らす中、地政学的な不確実性が残っているため、ロシア
人材雇用の躊躇は続く。
重大なウクライナ再建の機会と高い投資意欲 (特に農業のような基幹産業で) 、しかし継続的なロシアによる干
渉のリスクを伴う。
サイバー脅威の継続、将来的な拡大や継続的なフェイクニュース拡散キャンペーンのリスクを伴う。
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戦争の長期化
ウクライナ東部と南部では局地的な戦闘が続き、西側諸国の制裁は継続しているが、
執行力は弱まる。 中立国・親ロシア派諸国はロシアや西側との交易を続け、ロシアは西
側諸国の結束を弱体化させる方法を探り続ける。

輸送時間の長期化、輸送便の減少、燃料価格の高騰による海運、航空貨物、物流費の増加。
企業が割増金を支払い安定供給を確保するため備蓄が増加、そのような投資をする余裕のない企業や国に
とっての存続のリスク。
サプライチェーンリスクのある商品の調査や、ロシアのサプライヤーからの脱却と多角化のチャンスを見極めたいという
需要の急激な高まり。
歴史的水準に高止まりするものの、世界のエネルギーサプライチェーンの再調整が行われたのでエネルギー価格は
安定する。引き続き価格変動が激しく、エネルギー使用をロシアからシフトすることが急務。地域によりロシア産石
油・ガスへの依存度が異なる。
高インフレと低失業率の中で借入コストと賃金が上昇。孤立していないEU諸国でより顕著な状態。
社会的・政治的不安定のリスク上昇、および食糧不安を抱える発展途上国からの移民の増加。
今後のロシアのサイバー攻撃に対する予防的なサイバー防衛の継続的な必要性。

注視すべき
ポイント

発生しうる事象

欧州に対するロシアの新た
な制裁の脅威

両国共に決定的な勝利と領
土の領有権の主張を勝ち取
れていない状態で、ロシアはド
ンバスと主要な出荷港の沿
岸部で膠着状態

エネルギー: 短期的に魅力的な代替エネルギーが殆ど無いため、欧州はロシ
アのエネルギーから脱却し代替エネルギーへ多角化する動きが遅く、方針に
一貫性がない。エネルギー価格は歴史的な高水準で推移する。 機能が低
下しているサプライチェーンや商品へのアクセス制約が、再生可能エネルギーへ
のシフトを妨げる。
サプライチェーン: 破壊の進行、継続的な制裁、新しく執行されるロシアから
のエネルギーと商品の対抗制裁措置等がサプライチェーンを悪化させる。 需
要と供給の不均衡の悪化が、供給不足と価格上昇を生じさせる。
食糧: ウクライナでは全ての農業栽培期に影響が生じ、2022年以降も影響
が続く状況に直面する。西側諸国はウクライナからの農産物輸出ルートの一
部について変更を支援する。 食糧と肥料の不足が続いているため、価格が
上昇する。 世界の備蓄が枯渇する。 低所得国は長期的な食糧不足に直
面している。
サイバー: ロシアのサイバー攻撃は、ウクライナの戦略目標に、西側諸国のシス
テム攻撃は限定的で脅威は低い。ロシアから西側諸国へのフェイクニュースキ
ャンペーンは疑念と不安を植え付けることを目的としている。
人材: 現在進行中のウクライナ人とロシア人の移住により、地域の人材の混
乱/移動が続くが、人材コストは時間とともに安定する。
マクロ: 供給の途絶はインフレ率の上昇に寄与しているが、エネルギー価格の
安定化により緩和される。 米国と中国はGDP成長率を維持するが、ロシア
に依存する欧州や発展途上国は景気後退に陥る。

ロシアの石油禁輸措置に対する東欧の抵
抗(ハンガリーなど)が続く。EUは抵抗を克服
する打開策を見つけられていない

NATO同盟に反対する指
導者への米国の政治的シフ
ト

影響の詳細

シナリオの課題ページ
に戻る
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ロシアの強大化
西側の結束が弱まることで、ロシアは支配権を得て、破壊的な軍事拡大、中立国と
の貿易、サイバー攻撃の拡大などを推進することができる。

注視すべき
ポイント

発生しうる事象

ドンバス、ウクライナ中部、
黒海沿岸でのロシアの勝
利

ロシアは、現在の軍事的焦点
の外にある非NATO領土 (モ
ルドバ、フィンランド、スウェーデ
ン、コーカサス)からの脅威を認
識し、シグナルを発している。

ロシアに対する制裁やウクライナに
対する軍事・人道支援レベルへの
異議/論争の拡大

エネルギー: 価格は歴史的な高水準を維持し、ボラティリティも大きい。短期
的に魅力的な代替エネルギーが殆ど無い欧州は、ロシアのエネルギーからの多
角化の動きは遅く、一貫性もない。ロシアは影響力を増し中立国とのエネル
ギー貿易を継続。再生可能エネルギーへの移行は、新たなアジアの供給リスク
によって益々脅かされる。
サプライチェーン: ロシアの管理下にある重要な商品/原材料は西側諸国では
ほとんど入手できず、短期的な代替品の供給では需要を満たせない。中国と
の貿易リスクが高まる。
食糧: ウクライナの農業資産やインフラのほとんどが破壊され、ロシアの管理下
に置かれる。その結果、世界的な食糧不足が長期化し、食糧生産・供給の
二極化が進む恐れがある。 ロシアは肥料の供給力を利用する。 世界の備蓄
量は枯渇している。 低所得国は長期的な食糧不足に直面する可能性が高
い。
サイバー: 攻撃の規模と範囲が拡大する。ロシアは独立した国内グループや非
西側の同盟国と協力して、攻撃目標をウクライナと西側の民間および商業地
域に拡大する。
人材: ウクライナ、ロシア、東欧の労働力は完全に機能を失い、近隣諸国への
人材移転は不可能。 人材不足と機能不全が深刻化する中、それらの地域
では人材のコストが上昇する。
マクロ: ロシアがエネルギー価格に影響力を行使するようになると、西側諸国で
はインフレが進行する。 ロシアの影響を受けにくい米国では、緩やかな経済成
長が続き、安定した低失業率と賃金の上昇が発生し、欧州は景気後退に陥
る。

投入コストの上昇、親ロシア諸国からの脱却を目的とした急ピッチなロシア代替サプライチェーンの多様化と再
構築が進む。
低い投入コストの恩恵を受ける親ロシア諸国の企業が受益する競争優位性 。
不確実性が高まる中、中国貿易のリスク対応計画を開始する必要性の高まり。
一貫性のない制裁規制と執行により、企業のコンプライアンスが非常に複雑になる。
貿易ルートのアクセス規制による輸送コストと輸送時間の増加。
各組織内部だけでなく、バリューチェーンやエコシステムパートナー全体でサイバーレジリエンスと準備態勢の強化が
早急に必要 。
欧州における製造およびサプライチェーンの更なる混乱の深刻化を考慮した欧州の生産ギャップを埋める機会。
インフレ抑制のためにFRBが金利を引き上げた場合の借り入れコストの増大。
商品不足、EUの経済状況の悪化、米国の石油・天然ガス輸出条件の改善に向けた投資などにより、欧州と
米国での再生可能エネルギーへの移行の遅れ 。

米国の政治的主張は、中国との対立の高
まりに集中している

ロシア商品への一貫性のない制裁
の執行

影響の詳細

シナリオの課題ページ
に戻る



RESHAPED BY WAR | RELEASED JUNE 14, 2022 16

西側諸国の
戦略強行

ロシアによる西側諸国国境の補給路への攻撃により、NATOが軍事行動を行う。 西側
諸国はあらゆる制裁を実行し、ロシアを交易から切り離す。 戦闘は激化するが、西側諸
国が優勢となる。

注視すべき
ポイント

発生しうる事象

ロシアとのつながりが疑われ
る西側諸国を標的としたサ
イバー攻撃の強まり

NATO領土に隣接する地域
におけるロシア軍のプレゼンス
の向上

ウクライナ内のNATO代表に
対するロシアの攻撃

エネルギー: ロシアのエネルギーがEUによって断ち切られたため、エネルギー価格は
2008年以来のレベルに上昇し、インフレを急上昇させる。 中国やインドなどの国々
がロシアのエネルギー貿易を削減する。供給不足を補うために世界の埋蔵量が枯渇
する。
サプライチェーン: 実施可能な全ての制裁と対抗措置を駆使し西側諸国とロシア間
の交易を崩壊させる。 ウクライナとロシアの商品とエネルギーは遮断されたままで、貿
易ルートは制限され、ロシアを避けるように再構築される。軍事行動の拡大は初期
段階では供給の不確実性と不安定性を悪化させるが、比較的迅速に解決策によ
り回復への道が開ける。
食糧: ウクライナにおける激しい戦闘とエネルギー制限により、ウクライナとヨーロッパの
2022年の農業サイクルは劇的に乱れる。世界的な食糧不足は、2022年に価格の
急騰を引き起こす。 世界の埋蔵量は枯渇し、低所得国の深刻な食糧不足は今後
数年間続くと予測される。
サイバー: 重要機関へ標的を絞ったロシアの攻撃/西側諸国の反撃は規模と効果を
増す。西側諸国が連携した攻撃/防御にも関わらず、ロシアの攻撃は非常に破壊的
な影響を持っている状態。西側諸国の攻撃はロシア軍を妨害し、ロシアはフェイク
ニュースキャンペーンを横行させる。
人材: ウクライナと東欧で人材が流出し、労働供給ショックの長期化。人材不足や
混乱の増加に伴い、人材のコストが上昇する。
マクロ: 欧州の景気後退傾向とロシアの貿易が途絶えた結果、世界経済がインフレ
上昇に直面する。 NATO加盟国は米国による生産ギャップ解消に依存し、エネル
ギー価格上昇にも関わらず米国に経済成長をもたらす。米国と中国の貿易は堅調
状態。

NATO領域における国境を
越えた事件や妨害行為の
頻度の増加

影響の詳細

シナリオの課題ページ
に戻る

供給の不安定性を極小化するため、ロシア代替またはロシアからの仕入れ停止のための、ロシアから分離したサ
プライチェーンの多様化と再構築が急務になる。
商品不足の結果、特にエレクトロニクス、食品、自動車産業における代替品の必要性が増加。
貿易ルートのアクセス規制による輸送コストと輸送時間の増加 。
エネルギー価格や投入コストの高騰により、生産コスト圧力が上昇。
地政学的な不安定性が高まる中、サプライチェーンの可視性を高める必要あり。
各組織内部と各バリューチェーンとエコシステムパートナー全体でサイバーレジリエンスと準備態勢の強化が早急に
必要。
EU内製造業の衰退により増大したグローバルの供給ギャップを埋めるための、欧州以外でのビジネスの必要性の
高まり。
ウクライナや東欧で不足する労働力を補うために、代替人材の必要性の高まり（例: 直接戦争のない地域への
オフショアリングの増加)。
社会的・政治的不安定のリスク上昇、および発展途上国の食糧不安地域からの移住の増加。
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これらのシナリオは、危機の進展に伴ってグローバルな力学がどのように展開するかのヒントを示しています

停戦の実現 戦争の長期化 ロシアの強大化 西側諸国の戦略強行

領土への影響
戦争地域は..

交渉による解決でされ縮小される。ロシ
アはドンバスの大部分を保持しているが
他の領土から撤退し、黒海の港へのア
クセスも返還する。

ウクライナ東部と南部に限定。 ロシアの
反撃は、ロシアが西側諸国の同盟を弱
体化させようと画策し、ウクライナ西部に
大きなダメージを与える。

黒海沿岸の都市と近隣の非NATO諸
国に拡大。ロシアが主要領土の支配を
進める。

NATO領土に侵入。ロシアは西側国境
の国々への供給ルートを攻撃し、ウクラ
イナと非NATO諸国への軍事プレゼンス
を拡大する。

制裁の影響
制裁は...

双方で緩和され、一部の欧米企業は(
ロシア国内含め)ロシアとのビジネスを再
開する。しかし、多くの企業においてロシ
アとの提携は減少/ 元の水準には戻ら
ない。

NATOへの負担を増大させ、執行を弱
める形で、双方への影響が出る。ロシア
へのエネルギー依存を維持する国もある。

双方にが実施したが、ロシアを揺るがす
ほどの効果がなかった。NATOの執行
力が弱まり、非NATO諸国がロシアへの
経済的依存を維持しているため。

最大限に行使される。西側諸国はロシ
アのエネルギーを全面禁輸している状態。

中立・ロシアに友好的
な国々の役割
中立国は...

ロシアおよび西側諸国との取引は慎重
に行う。ロシアの輸出品のディスカウント
の恩恵を享受する。

ロシアおよび西側諸国との取引は慎重
に行う。ロシアの輸出品のディスカウント
の恩恵を享受する。

ロシアとの協力関係を強化。ロシアのエ
ネルギーと商品のディスカウントの恩恵を
享受する。

ロシアとの協力/貿易を縮小し、慎重に
制裁を行う。

NATO/西側同盟国の
役割とダイナミック

西側諸国の結束は...

総体的なロシア依存からの脱却、ウクラ
イナの再建、防衛力を増強する上で引
き続き強い力を持つ。

悪化の兆候を示し始める。欧米諸国が
制裁による経済的負担の増加を感じる。

弱まる。世界的なマクロ経済環境が悪
化し、国内問題が優先されるため。
NATO領土で継続的な防衛活動が行
われる。

…はウクライナ内外の脅威となる領域へ
の防衛を目的としたNATOの軍事支援
により強化される。

米国の役割
米国は...

NATO同盟国との統合を維持し、ロシ
アとの経済活動を減らすことにコミットし
ている。

NATOの同盟国と足並みを揃えている
が、戦争関与に対する国内の反発の
高まりに直面する。

ウクライナを支援続けながら、他のグロー
バルなホットスポット(戦争地帯)にも注
意を向けている。

官民両セクターからの強力な支援を得
て、戦争における軍の関与を主導する。
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